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Ⅰ ファンドの運用状況

１.

(1)資産内訳 （百万円未満切捨て）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
百万円 % 百万円 % 百万円 %

(2)設定・交換実績 （千口未満切捨て）

千口 千口 千口 千口

(3)基準価額
口当り基準価額

（（③/当計算期間末発行済口数）×
百万円 百万円 百万円 円

(4)分配金
口当り分配金

円

２．会計方針の変更
① 会計基準等の改正に伴う変更 有・無
② ①以外の変更 有・無

1

現金・預金・その他の資産
（負債控除後）

2,460
33

交換口数（③）

合計（純資産）

1,940
6,731

5,122

(100)
(100)

平成28年7月期

東証

平成29年7月期　（平成28年7月16日～平成29年7月15日）　決算短信

(0.9)
(1.9)

4,072

47

当計算期間末
発行済口数
（①+②-③）

3,777
2,508

平成29年9月28日

株式
10口

平成29年8月23日

平成29年7月期の運用状況　(平成28年7月16日～平成29年7月15日)

主要投資資産

100

平成29年7月期

3,777

総資産
（①）

負債
（②）

純資産
（③(①-②))

2,508
84 73,747

61,591109
3,862
2,618

平成29年7月期
平成28年7月期

1,570.00
平成28年7月期 2,610.00

100
100)

平成29年7月期
平成28年7月期

前計算期間末
発行済口数（①）

設定口数（②）

(99.1)
(98.1)

3,743

平成29年7月期 4,072
10,804

2,989
0
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Ⅱ 財務諸表等 

ＴＯＰＩＸ Ｃｏｒｅ３０連動型上場投資信託 

 
（１）【貸借対照表】 

（単位：円） 

 
第 14 期 

(平成 28 年 7 月 15 日現在) 
第 15 期 

(平成 29 年 7 月 15 日現在) 

資産の部 

流動資産 

コール・ローン 144,825,011 109,051,332

株式 2,460,753,170 3,743,779,270

派生商品評価勘定 - 331,464

未収入金 - 864,432

未収配当金 3,982,300 5,330,000

差入委託証拠金 8,893,500 2,850,000

流動資産合計 2,618,453,981 3,862,206,498

資産合計 2,618,453,981 3,862,206,498

負債の部 

流動負債 

派生商品評価勘定 137,376 -

未払金 251,870 -

未払収益分配金 106,303,551 80,422,260

未払受託者報酬 1,014,854 1,312,815

未払委託者報酬 2,174,638 2,813,109

未払利息 195 270

その他未払費用 28,938 37,442

流動負債合計 109,911,422 84,585,896

負債合計 109,911,422 84,585,896

純資産の部 

元本等 

元本 3,242,054,668 4,077,459,852

剰余金 

期末剰余金又は期末欠損金（△） △733,512,109 △299,839,250

（分配準備積立金） 64,227 266,142

元本等合計 2,508,542,559 3,777,620,602

純資産合計 2,508,542,559 3,777,620,602

負債純資産合計 2,618,453,981 3,862,206,498

（２）【損益及び剰余金計算書】 

（単位：円） 

 
第 14 期 

自 平成 27 年 7 月 16 日 

至 平成 28 年 7 月 15 日 

第 15 期 

自 平成 28 年 7 月 16 日 

至 平成 29 年 7 月 15 日 

営業収益 

受取配当金 118,723,270 89,029,228

受取利息 49,650 -

有価証券売買等損益 △1,732,512,108 635,248,334
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派生商品取引等損益 △31,635,446 16,430,568

その他収益 11,134 11,960

営業収益合計 △1,645,363,500 740,720,090

営業費用 

支払利息 20,792 37,665

受託者報酬 4,018,800 2,642,204

委託者報酬 8,611,600 5,661,762

その他費用 114,718 75,382

営業費用合計 12,765,910 8,417,013

営業利益又は営業損失（△） △1,658,129,410 732,303,077

経常利益又は経常損失（△） △1,658,129,410 732,303,077

当期純利益又は当期純損失（△） △1,658,129,410 732,303,077

一部交換に伴う当期純利益金額の分配額又は一部交

換に伴う当期純損失金額の分配額（△） 
- -

期首剰余金又は期首欠損金（△） 426,210,634 △733,512,109

剰余金増加額又は欠損金減少額 604,710,218 163,283,716

当期一部交換に伴う剰余金増加額又は欠損金減

少額 
604,710,218 163,283,716

剰余金減少額又は欠損金増加額 - 381,491,674

当期追加信託に伴う剰余金減少額又は欠損金増

加額 
- 381,491,674

分配金 106,303,551 80,422,260

期末剰余金又は期末欠損金（△） △733,512,109 △299,839,250

（３）【注記表】 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 
  
  
１.運用資産の評価基準及び評価方法 株式 

原則として時価で評価しております。 
時価評価にあたっては、市場価格のある有価証券についてはその最終相場(計算日

に最終相場のない場合には、直近の日の最終相場)で評価しております。 

  先物取引 
取引所の発表する計算日の清算値段を用いております。 

２.費用・収益の計上基準 受取配当金 
受取配当金は、原則として配当落ち日において、確定配当金額又は予想配当金額を

計上しております。 

  有価証券売買等損益 
約定日基準で計上しております。 

  派生商品取引等損益 
約定日基準で計上しております。 

３.金融商品の時価等に関する事項の補

足説明 
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条

件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なること

もあります。 
また、デリバティブ取引に関する契約額等は、あくまでもデリバティブ取引におけ

る名目的な契約額または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取

引の市場リスクの大きさを示すものではありません。 
４.その他 当ファンドの計算期間は、信託約款の規定により、平成 28 年 7 月 16 日から平成

29 年 7 月 15 日までとなっております。 
  
（貸借対照表に関する注記） 
  
  

第 14 期 
平成 28 年 7 月 15 日現在 

第 15 期 
平成 29 年 7 月 15 日現在 

１. 計算期間の末日における受益権の総数 １. 計算期間の末日における受益権の総数 

      4,072,933 口       5,122,437 口 

２. 投資信託財産計算規則第 55 条の 6第 1項第 10 号に規 ２. 投資信託財産計算規則第 55 条の 6第 1項第 10 号に規
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定する額 定する額 

            

    元本の欠損 733,512,109 円     元本の欠損 299,839,250 円 

３. 計算期間の末日における 1 単位当たりの純資産の額 ３. 計算期間の末日における 1 単位当たりの純資産の額 

    1 口当たり純資産額 615.91 円     1 口当たり純資産額 737.47 円 

    (100 口当たり純資産額) (61,591 円)     (100 口当たり純資産額) (73,747 円) 
  
（損益及び剰余金計算書に関する注記） 
  
  

第 14 期 
自 平成 27 年 7 月 16 日 
至 平成 28 年 7 月 15 日 

第 15 期 
自 平成 28 年 7 月 16 日 
至 平成 29 年 7 月 15 日 

１.分配金の計算過程   １.分配金の計算過程   

  項目         項目       

  当期配当等収益額 A 118,763,262 円    当期配当等収益額 A 89,003,523 円  

  分配準備積立金 B 349,634 円    分配準備積立金 B 64,227 円  

  配当等収益合計額 C=A+B 119,112,896 円    配当等収益合計額 C=A+B 89,067,750 円  

  経費 D 12,745,118 円    経費 D 8,379,348 円  

  収益分配可能額 E=C-D 106,367,778 円    収益分配可能額 E=C-D 80,688,402 円  

  収益分配金 F 106,303,551 円    収益分配金 F 80,422,260 円  

  次期繰越金(分配準備積立金) G=E-F 64,227 円    次期繰越金(分配準備積立金) G=E-F 266,142 円  

  口数 H 4,072,933 口    口数 H 5,122,437 口  

  100 口当たり分配金 I=F/H×100 2,610 円    100 口当たり分配金 I=F/H×100 1,570 円  

２.追加情報                 

  

平成 28 年 1月 29 日の日本銀行による「マイナス金利

付き量的・質的金融緩和」の導入発表後、国内短期金

融市場では利回り水準が低下しております。この影響

により、利息に相当する額を当ファンドが実質的に負

担する場合には受取利息のマイナスまたは支払利息と

して表示しております。 
  

            

  
（金融商品に関する注記） 

(1)金融商品の状況に関する事項 
  
  

第 14 期 
自 平成 27 年 7 月 16 日 
至 平成 28 年 7 月 15 日 

第 15 期 
自 平成 28 年 7 月 16 日 
至 平成 29 年 7 月 15 日 

1.金融商品に対する取組方針 1.金融商品に対する取組方針 
当ファンドは、投資信託及び投資法人に関する法律第２条第

４項に定める証券投資信託であり、信託約款に規定する運用

の基本方針に従い、有価証券等の金融商品に対して投資とし

て運用することを目的としております。 

同左 

2.金融商品の内容及びその金融商品に係るリスク 2.金融商品の内容及びその金融商品に係るリスク 
当ファンドが保有する金融商品の種類は、有価証券、デリバ

ティブ取引、コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務であ

ります。 
当ファンドが保有する有価証券の詳細は、(その他の注記)の

２ 有価証券関係に記載しております。 
これらは、株価変動リスクなどの市場リスク、信用リスク及

び流動性リスクにさらされております。 
当ファンドは、信託財産に属する資産の効率的な運用に資す

ることを目的として、株価指数先物取引を行っております。

当該デリバティブ取引は、対象とする株価指数等に係る価格

変動リスクを有しております。 

同左 

3.金融商品に係るリスク管理体制 3.金融商品に係るリスク管理体制 
委託会社においては、独立した投資リスク管理に関する委員

会を設け、パフォーマンスの考査及び運用リスクの管理を行

なっております。 
○市場リスクの管理 
市場リスクに関しては、資産配分等の状況を常時、分析･把

握し、投資方針に沿っているか等の管理を行なっておりま

同左 
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す。 
○信用リスクの管理 
信用リスクに関しては、発行体や取引先の財務状況等に関す

る情報収集･分析を常時、継続し、格付等の信用度に応じた

組入制限等の管理を行なっております。 
○流動性リスクの管理 
流動性リスクに関しては、必要に応じて市場流動性の状況を

把握し、取引量や組入比率等の管理を行なっております。 
  
(2)金融商品の時価等に関する事項 
  
  

第 14 期 
平成 28 年 7 月 15 日現在 

第 15 期 
平成 29 年 7 月 15 日現在 

１．貸借対照表計上額、時価及び差額 １．貸借対照表計上額、時価及び差額 
貸借対照表上の金融商品は原則としてすべて時価で評価し

ているため、貸借対照表計上額と時価との差額はありませ

ん。 

同左 

２．時価の算定方法 ２．時価の算定方法 
株式 
 （重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載して

おります。 
派生商品評価勘定 
 デリバティブ取引については、（その他の注記）の ３ 

デリバティブ取引関係に記載しております。 
コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務 
 これらの科目は短期間で決済されるため、帳簿価額は時

価と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお

ります。 

同左 

  
（関連当事者との取引に関する注記） 
  
  

第 14 期 
自 平成 27 年 7 月 16 日 
至 平成 28 年 7 月 15 日 

第 15 期 
自 平成 28 年 7 月 16 日 
至 平成 29 年 7 月 15 日 

市場価格その他当該取引に係る公正な価格を勘案して、一般

の取引条件と異なる関連当事者との取引は行なわれていない

ため、該当事項はございません。 

同左 

  
（その他の注記） 
１ 元本の移動 
  
  

第 14 期 
自 平成 27 年 7 月 16 日 
至 平成 28 年 7 月 15 日 

第 15 期 
自 平成 28 年 7 月 16 日 
至 平成 29 年 7 月 15 日 

期首元本額 8,599,996,736 円 期首元本額 3,242,054,668 円 
期中追加設定元本額 0円 期中追加設定元本額 2,379,801,200 円 
期中一部交換元本額 5,357,942,068 円 期中一部交換元本額 1,544,396,016 円 
  
２ 有価証券関係 

売買目的有価証券 
  
  

種類 

第 14 期 
自 平成 27 年 7 月 16 日 
至 平成 28 年 7 月 15 日 

第 15 期 
自 平成 28 年 7 月 16 日 
至 平成 29 年 7 月 15 日 

損益に含まれた評価差額（円） 損益に含まれた評価差額（円） 

株式 △753,758,530 467,219,786

合計 △753,758,530 467,219,786
  
３ デリバティブ取引関係 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
  
  

種類 

第 14 期(平成 28 年 7 月 15 日現在) 第 15 期(平成 29 年 7 月 15 日現在) 

契約額等（円） 
時価（円） 評価損益（円） 

契約額等（円） 
時価（円） 評価損益（円） 

  うち 1年

超   うち 1年

超 
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市場取引                 

株価指数先物取引                 

買建 44,949,600 － 44,820,000 △137,376 30,891,000 － 31,227,000 331,464

合計 44,949,600 － 44,820,000 △137,376 30,891,000 － 31,227,000 331,464
  
（注）時価の算定方法 

１先物取引 

国内先物取引について 

先物の評価においては、取引所の発表する計算日の清算値段を用いております。 

※上記取引でヘッジ会計が適用されているものはございません。 

 

（４）【附属明細表】 

第 1 有価証券明細表 
(1)株式(平成 29 年 7 月 15 日現在) 
  

（単位:円）
  

種類 通貨 銘柄 株式数 
評価額 

備考 
単価 金額 

株式 日本円 日本たばこ産業 31,500 3,837.00 120,865,500  

  信越化学工業 9,500 10,175.00 96,662,500  

  武田薬品工業 19,900 5,681.00 113,051,900  

  アステラス製薬 52,100 1,360.50 70,882,050  

  日立製作所 122,000 724.10 88,340,200  

  パナソニック 58,200 1,527.00 88,871,400  

  ソニー 35,800 4,499.00 161,064,200  

  キーエンス 2,300 49,940.00 114,862,000  

  ファナック 5,100 22,435.00 114,418,500  

  村田製作所 5,300 17,000.00 90,100,000  

  キヤノン 27,300 3,790.00 103,467,000  

  デンソー 12,500 4,897.00 61,212,500  

  日産自動車 59,700 1,150.50 68,684,850  

  トヨタ自動車 61,600 6,258.00 385,492,800  

  本田技研工業 45,600 3,134.00 142,910,400  

  東日本旅客鉄道 9,800 10,715.00 105,007,000  

  東海旅客鉄道 4,200 17,915.00 75,243,000  

  日本電信電話 40,100 5,350.00 214,535,000  

  ＫＤＤＩ 48,800 2,920.00 142,496,000  

  ＮＴＴドコモ 36,800 2,640.50 97,170,400  

  ソフトバンクグループ 22,500 9,106.00 204,885,000  
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  三井物産 45,200 1,615.50 73,020,600  

  三菱商事 37,500 2,420.50 90,768,750  

  セブン＆アイ・ホールディングス 20,900 4,520.00 94,468,000  

  三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー

プ 
378,900 731.80 277,279,020  

  三井住友フィナンシャルグループ 40,000 4,293.00 171,720,000  

  みずほフィナンシャルグループ 678,900 201.00 136,458,900  

  東京海上ホールディングス 20,100 4,750.00 95,475,000  

  三井不動産 26,500 2,582.00 68,423,000  

  三菱地所 37,200 2,041.50 75,943,800  

小計銘柄数：30    3,743,779,270  

  組入時価比率：99.1%     100.0%  

  合計      3,743,779,270  
  
(注 1)比率は左より組入時価の純資産に対する比率、及び各小計欄の合計金額に対する比率であります。 

 

(2)株式以外の有価証券(平成 29 年 7 月 15 日現在) 
  
  
該当事項はありません。 

  
第２ デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 
  
  
  
財務諸表における注記事項として記載しているため省略しております。 
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